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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電粒子が熱可塑性樹脂中に分散してなる導電性接着フィルムでタブ線が接続された表
面電極を有する薄膜型太陽電池セルが封止用樹脂で樹脂封止されてなる構造を有する薄膜
型太陽電池モジュールを減圧ラミネーターを用いて製造する方法であって、
　導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂として、ポリウレタン樹脂を使用し、
　該封止用樹脂として、該導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂と互いに相溶する
ポリウレタン樹脂を使用し、
　減圧ラミネーターとして、可撓性シートにより区画された第１室と第２室とを有し、各
室はそれぞれ独立的に内圧調整が可能となっており、第２室内に加熱が可能な加熱ステー
ジを有するものを使用し、
　減圧ラミネーターの第２室の加熱ステージ上に、表面電極が形成された太陽電池セルを
置き、該表面電極上に導電性接着フィルム、タブ線を順次配置し、更に、太陽電池セル全
体を覆うようにシート状の封止用樹脂、その上に防湿性バックシート又はガラスプレート
を配置し、
　減圧ラミネーターの第２室に対し第１室の内圧を相対的に高くすることにより可撓性シ
ートで防湿性バックシート又はガラスプレートを押圧しつつ、加熱ステージで太陽電池セ
ルを加熱し、それにより薄膜型太陽電池セルの表面電極とタブ線とを導電性接着フィルム
で接続し、且つ薄膜型太陽電池セルを封止用樹脂で樹脂封止し、それにより太陽電池モジ
ュールを得ることを特徴とする製造方法。
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【請求項２】
　減圧ラミネーターの第２室に対し第１室の内圧を相対的に高くする操作が、第１室およ
び第２室の内圧を共に減圧状態とした後、第２室の減圧状態を維持したまま第１室を大気
に解放することである請求項１記載の製造方法。
【請求項３】
　該導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂の溶融粘度が、封止用樹脂の溶融粘度よ
り低い請求項１又は２記載の製造方法。
【請求項４】
　導電性接着フィルム及び封止用樹脂におけるポリウレタン樹脂が、エステルポリオール
ポリウレタンとエーテルポリオールポリウレタンとを、質量比１０：９０～３０：７０で
含有するブレンドポリマーである請求項１～３のいずれかに記載の製造方法。
【請求項５】
　タブ線の導電性接着フィルム側の表面粗さ（Ｒｚ）が、５～１５μｍである請求項１～
４のいずれかに記載の製造方法。
【請求項６】
　導電性接着フィルムとタブ線とが予め一体化されている請求項１～５のいずれかに記載
の製造方法。
【請求項７】
　封止用樹脂と、防湿性バックシート又はガラスプレートとが予め一体化されている請求
項１～５のいずれかに記載の製造方法。
【請求項８】
　複数の薄膜型太陽電池セルが直列に接続されている請求項１～７のいずれかに記載の製
造方法。
【請求項９】
　導電性接着フィルムが、更に高温膨張型マイクロカプセルを含有する請求項１～８のい
ずれかに記載の製造方法。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれかに記載の製造方法により製造された太陽電池モジュール。
【請求項１１】
　導電粒子が熱可塑性樹脂中に分散してなる導電性接着フィルムでタブ線が接続された表
面電極を有する薄膜型太陽電池セルが封止用樹脂で樹脂封止されてなる構造を有する薄膜
型太陽電池モジュールを減圧ラミネーターを用いて製造する方法であって、
　導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂として、ポリウレタン樹脂を使用し、
　該封止用樹脂として、該導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂と互いに相溶する
ポリウレタン樹脂を使用し、
　該導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂の溶融粘度が、封止用樹脂の溶融粘度よ
り低く、
　減圧ラミネーターとして、可撓性シートにより区画された第１室と第２室とを有し、各
室はそれぞれ独立的に内圧調整が可能となっており、第２室内に加熱が可能な加熱ステー
ジを有するものを使用し、
　減圧ラミネーターの第２室の加熱ステージ上に、表面電極が形成された太陽電池セルを
置き、該表面電極上に導電性接着フィルム、タブ線を順次配置し、更に、太陽電池セル全
体を覆うようにシート状の封止用樹脂、その上に防湿性バックシート又はガラスプレート
を配置し、
　減圧ラミネーターの第２室に対し第１室の内圧を相対的に高くすることにより可撓性シ
ートで防湿性バックシート又はガラスプレートを押圧しつつ、加熱ステージで太陽電池セ
ルを加熱し、それにより薄膜型太陽電池セルの表面電極とタブ線とを導電性接着フィルム
で接続し、且つ薄膜型太陽電池セルを封止用樹脂で樹脂封止し、それにより太陽電池モジ
ュールを得ることを特徴とする製造方法。
【請求項１２】
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　導電粒子が熱可塑性樹脂中に分散してなる導電性接着フィルムでタブ線が接続された表
面電極を有する薄膜型太陽電池セルが封止用樹脂で樹脂封止されてなる構造を有する薄膜
型太陽電池モジュールを減圧ラミネーターを用いて製造する方法であって、
　導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂として、ポリウレタン樹脂を使用し、
　該封止用樹脂として、該導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂と互いに相溶する
ポリウレタン樹脂を使用し、
　該導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂の溶融粘度が、封止用樹脂の溶融粘度よ
り低く、
　該封止用樹脂は硬化剤を含有しておらず、
　減圧ラミネーターとして、可撓性シートにより区画された第１室と第２室とを有し、各
室はそれぞれ独立的に内圧調整が可能となっており、第２室内に加熱が可能な加熱ステー
ジを有するものを使用し、
　減圧ラミネーターの第２室の加熱ステージ上に、表面電極が形成された太陽電池セルを
置き、該表面電極上に導電性接着フィルム、タブ線を順次配置し、更に、太陽電池セル全
体を覆うようにシート状の封止用樹脂、その上に防湿性バックシート又はガラスプレート
を配置し、
　減圧ラミネーターの第２室に対し第１室の内圧を相対的に高くすることにより可撓性シ
ートで防湿性バックシート又はガラスプレートを押圧しつつ、加熱ステージで太陽電池セ
ルを加熱し、それにより薄膜型太陽電池セルの表面電極とタブ線とを導電性接着フィルム
で接続し、且つ薄膜型太陽電池セルを封止用樹脂で樹脂封止し、それにより太陽電池モジ
ュールを得ることを特徴とする製造方法。
【請求項１３】
　導電粒子が熱可塑性樹脂中に分散してなる導電性接着フィルムでタブ線が接続された表
面電極を有する薄膜型太陽電池セルが封止用樹脂で樹脂封止されてなる構造を有する薄膜
型太陽電池モジュールを減圧ラミネーターを用いて製造する方法であって、
　導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂として、ポリウレタン樹脂を使用し、
　該封止用樹脂として、該導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂と互いに相溶する
ポリウレタン樹脂を使用し、
　該導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂の溶融粘度が、封止用樹脂の溶融粘度よ
り低く、且つ両者の溶融粘度差が、１．０×１０３～１．０×１０５Ｐａ・ｓであり、
　減圧ラミネーターとして、可撓性シートにより区画された第１室と第２室とを有し、各
室はそれぞれ独立的に内圧調整が可能となっており、第２室内に加熱が可能な加熱ステー
ジを有するものを使用し、
　減圧ラミネーターの第２室の加熱ステージ上に、表面電極が形成された太陽電池セルを
置き、該表面電極上に導電性接着フィルム、タブ線を順次配置し、更に、太陽電池セル全
体を覆うようにシート状の封止用樹脂、その上に防湿性バックシート又はガラスプレート
を配置し、
　減圧ラミネーターの第２室に対し第１室の内圧を相対的に高くすることにより可撓性シ
ートで防湿性バックシート又はガラスプレートを押圧しつつ、加熱ステージで太陽電池セ
ルを加熱し、それにより薄膜型太陽電池セルの表面電極とタブ線とを導電性接着フィルム
で接続し、且つ薄膜型太陽電池セルを封止用樹脂で樹脂封止し、それにより太陽電池モジ
ュールを得ることを特徴とする製造方法。
【請求項１４】
　導電粒子が熱可塑性樹脂中に分散してなる導電性接着フィルムでタブ線が接続された表
面電極を有する薄膜型太陽電池セルが封止用樹脂で樹脂封止されてなる構造を有する薄膜
型太陽電池モジュールを減圧ラミネーターを用いて製造する方法であって、
　導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂として、ポリウレタン樹脂を使用し、
　該封止用樹脂として、該導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂と互いに相溶する
ポリウレタン樹脂を使用し、
　該導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂の溶融粘度が、封止用樹脂の溶融粘度よ
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り低く、
　導電性接着フィルム及び封止用樹脂におけるポリウレタン樹脂が、エステルポリオール
ポリウレタンとエーテルポリオールポリウレタンとを、質量比１０：９０～３０：７０で
含有するブレンドポリマーであり、
　減圧ラミネーターとして、可撓性シートにより区画された第１室と第２室とを有し、各
室はそれぞれ独立的に内圧調整が可能となっており、第２室内に加熱が可能な加熱ステー
ジを有するものを使用し、
　減圧ラミネーターの第２室の加熱ステージ上に、表面電極が形成された太陽電池セルを
置き、該表面電極上に導電性接着フィルム、タブ線を順次配置し、更に、太陽電池セル全
体を覆うようにシート状の封止用樹脂、その上に防湿性バックシート又はガラスプレート
を配置し、
　減圧ラミネーターの第２室に対し第１室の内圧を相対的に高くすることにより可撓性シ
ートで防湿性バックシート又はガラスプレートを押圧しつつ、加熱ステージで太陽電池セ
ルを加熱し、それにより薄膜型太陽電池セルの表面電極とタブ線とを導電性接着フィルム
で接続し、且つ薄膜型太陽電池セルを封止用樹脂で樹脂封止し、それにより太陽電池モジ
ュールを得ることを特徴とする製造方法。
【請求項１５】
　導電粒子が熱可塑性樹脂中に分散してなる導電性接着フィルムでタブ線が接続された表
面電極を有する薄膜型太陽電池セルが封止用樹脂で樹脂封止されてなる構造を有する薄膜
型太陽電池モジュールを減圧ラミネーターを用いて製造する方法であって、
　導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂として、ポリウレタン樹脂を使用し、
　該封止用樹脂として、該導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂と互いに相溶する
ポリウレタン樹脂を使用し、
　該導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂の溶融粘度が、封止用樹脂の溶融粘度よ
り低く、
　導電性接着フィルム及び封止用樹脂におけるポリウレタン樹脂が、エステルポリオール
ポリウレタンとエーテルポリオールポリウレタンとを、質量比１０：９０～３０：７０で
含有するブレンドポリマーであり、
　減圧ラミネーターとして、可撓性シートにより区画された第１室と第２室とを有し、各
室はそれぞれ独立的に内圧調整が可能となっており、第２室内に加熱が可能な加熱ステー
ジを有するものを使用し、
　減圧ラミネーターの第２室の加熱ステージ上に、表面電極が形成された太陽電池セルを
置き、該表面電極上に導電性接着フィルム、タブ線を順次配置し、更に、太陽電池セル全
体を覆うようにシート状の封止用樹脂、その上に防湿性バックシート又はガラスプレート
を配置し、
　第１室および第２室の内圧を共に減圧状態とした後、第２室の減圧状態を維持したまま
第１室を大気に解放して減圧ラミネーターの第２室に対し第１室の内圧を相対的に高くす
ることにより可撓性シートで防湿性バックシート又はガラスプレートを押圧しつつ、加熱
ステージで太陽電池セルを加熱し、それにより薄膜型太陽電池セルの表面電極とタブ線と
を導電性接着フィルムで接続し、且つ薄膜型太陽電池セルを封止用樹脂で樹脂封止し、そ
れにより太陽電池モジュールを得ることを特徴とする製造方法。
【請求項１６】
　導電粒子が熱可塑性樹脂中に分散してなる導電性接着フィルムでタブ線が接続された表
面電極を有する薄膜型太陽電池セルが封止用樹脂で樹脂封止されてなる構造を有する薄膜
型太陽電池モジュールを減圧ラミネーターを用いて製造する方法であって、
　導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂として、ポリウレタン樹脂を使用し、
　該封止用樹脂として、該導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂と互いに相溶する
ポリウレタン樹脂を使用し、
　該導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂の溶融粘度が、封止用樹脂の溶融粘度よ
り低く、
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　導電性接着フィルム及び封止用樹脂におけるポリウレタン樹脂が、エステルポリオール
ポリウレタンとエーテルポリオールポリウレタンとを、質量比１０：９０～３０：７０で
含有するブレンドポリマーであり、
　タブ線の導電性接着フィルム側の表面粗さ（Ｒｚ）が、５～１５μｍであり、
　減圧ラミネーターとして、可撓性シートにより区画された第１室と第２室とを有し、各
室はそれぞれ独立的に内圧調整が可能となっており、第２室内に加熱が可能な加熱ステー
ジを有するものを使用し、
　減圧ラミネーターの第２室の加熱ステージ上に、表面電極が形成された太陽電池セルを
置き、該表面電極上に導電性接着フィルム、タブ線を順次配置し、更に、太陽電池セル全
体を覆うようにシート状の封止用樹脂、その上に防湿性バックシート又はガラスプレート
を配置し、
　第１室および第２室の内圧を共に減圧状態とした後、第２室の減圧状態を維持したまま
第１室を大気に解放して減圧ラミネーターの第２室に対し第１室の内圧を相対的に高くす
ることにより可撓性シートで防湿性バックシート又はガラスプレートを押圧しつつ、加熱
ステージで太陽電池セルを加熱し、それにより薄膜型太陽電池セルの表面電極とタブ線と
を導電性接着フィルムで接続し、且つ薄膜型太陽電池セルを封止用樹脂で樹脂封止し、そ
れにより太陽電池モジュールを得ることを特徴とする製造方法。
【請求項１７】
　導電粒子が熱可塑性樹脂中に分散してなる導電性接着フィルムでタブ線が接続された表
面電極を有する薄膜型太陽電池セルが封止用樹脂で樹脂封止されてなる構造を有する薄膜
型太陽電池モジュールを減圧ラミネーターを用いて製造する方法であって、
　導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂として、ポリウレタン樹脂を使用し、
　該封止用樹脂として、該導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂と互いに相溶する
ポリウレタン樹脂を使用し、
　該導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂の溶融粘度が、封止用樹脂の溶融粘度よ
り低く、
　導電性接着フィルム及び封止用樹脂におけるポリウレタン樹脂が、エステルポリオール
ポリウレタンとエーテルポリオールポリウレタンとを、質量比１０：９０～３０：７０で
含有するブレンドポリマーであり、
　タブ線の導電性接着フィルム側の表面粗さ（Ｒｚ）が、５～１５μｍであり、
　導電性接着フィルムが、更に高温膨張型マイクロカプセルを含有し、
　減圧ラミネーターとして、可撓性シートにより区画された第１室と第２室とを有し、各
室はそれぞれ独立的に内圧調整が可能となっており、第２室内に加熱が可能な加熱ステー
ジを有するものを使用し、
　減圧ラミネーターの第２室の加熱ステージ上に、表面電極が形成された太陽電池セルを
置き、該表面電極上に導電性接着フィルム、タブ線を順次配置し、更に、太陽電池セル全
体を覆うようにシート状の封止用樹脂、その上に防湿性バックシート又はガラスプレート
を配置し、
　第１室および第２室の内圧を共に減圧状態とした後、第２室の減圧状態を維持したまま
第１室を大気に解放して減圧ラミネーターの第２室に対し第１室の内圧を相対的に高くす
ることにより可撓性シートで防湿性バックシート又はガラスプレートを押圧しつつ、加熱
ステージで太陽電池セルを加熱し、それにより薄膜型太陽電池セルの表面電極とタブ線と
を導電性接着フィルムで接続し、且つ薄膜型太陽電池セルを封止用樹脂で樹脂封止し、そ
れにより太陽電池モジュールを得ることを特徴とする製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、タブ線が接続された表面電極を有する薄膜型太陽電池セルが封止用樹脂で樹
脂封止されてなる構造の薄膜型太陽電池モジュールを製造する方法に関する。
【背景技術】



(6) JP 5488489 B2 2014.5.14

10

20

30

40

50

【０００２】
　薄膜型太陽電池モジュールの製造方法として、柔軟なダイヤフラムを構成部材とする真
空ラミネート装置を用いる樹脂封止工程を実施する方法が知られている（特許文献１）。
この製造方法では、タブ線が半田で接続された表面電極を有する薄膜型太陽電池セルを、
真空ラミネーターの装置本体の加熱板上に載置し、更にその上にバックシートを介して封
止用樹脂としてポリエチレン－ビニルアセテート共重合体樹脂（ＥＶＡ樹脂）シートを載
置した後、装置本体にダイヤフラムを被せ、加熱板で薄膜型太陽電池セルを加熱しながら
、装置本体内部を減圧し、それによりダイヤフラムでＥＶＡ樹脂を押圧して熱圧着処理に
より樹脂封止するという樹脂封止工程を実施している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００４－３１１５７１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１の技術では、予め半田コートした銅タブ線を薄膜型太陽電池
セルの表面電極に約２４０℃の温度で半田接合するタブ線接続工程と、ＥＶＡ樹脂を用い
て約１５０℃の温度で樹脂封止を行う樹脂封止工程とが、工程温度の相違のため、別々に
行われており、このため、製造タクトが長くなり、ハンドリング回数が増大し、結果的に
製造コストが上昇するという問題があった。
【０００５】
　また、特許文献１の技術において使用されている真空ラミネーターは、装置外部に対し
てダイヤフラムが常に大気に解放された状態となっているため、装置内部を減圧状態にす
ると、直ちにダイヤフラムにより装置本体内の加熱された薄膜型太陽電池セルとシート状
の封止用樹脂とが押圧される。この結果、それらの層間の脱気が不十分になり、熱圧着部
位にボイドが発生するということが懸念される。
【０００６】
　本発明は、以上の従来の課題を解決しようとするものであり、タブ線が接続された表面
電極を有する太陽電池セルを樹脂封止して太陽電池モジュールを製造する場合に、当該表
面電極にタブ線を接続するタブ線接続工程と太陽電池セルを封止用樹脂で封止する樹脂封
止工程とを、比較的低温の樹脂封止工程の温度で一括で行えるようにすると共に、熱圧着
部位にボイドが発生しないようにすることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、太陽電池セルの電極へのタブ線の接続と太陽電池セルの樹脂封止とを、
太陽電池セルの樹脂封止の際の比較的低い温度で一括に行うためには、薄膜型太陽電池セ
ルの表面電極へのタブ線の接合を、導電粒子が熱可塑性樹脂に分散してなる導電性接着フ
ィルムを使用して行うと共に、その熱可塑性樹脂に相溶する樹脂を封止用樹脂として使用
すればよいことを見出した。また、本発明者らは、装置本体を減圧状態にした際に真空ラ
ミネーターのダイヤフラムが直ちに装置本体内部の薄膜型太陽電池セル等を押圧しないよ
うに、装置本体を独立的に内圧調整が可能な２室に分ければよいことを見出し、本願発明
を完成するに至った。
【０００８】
　即ち、本発明は、導電粒子が熱可塑性樹脂中に分散してなる導電性接着フィルムでタブ
線が接続された表面電極を有する薄膜型太陽電池セルが封止用樹脂で樹脂封止されてなる
構造を有する薄膜型太陽電池モジュールを減圧ラミネーターを用いて製造する方法であっ
て、
　該封止用樹脂として、該導電性接着フィルムを構成する熱可塑性樹脂と互いに相溶する
ものを使用し、
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　減圧ラミネーターとして、可撓性シートにより区画された第１室と第２室とを有し、各
室はそれぞれ独立的に内圧調整が可能となっており、第２室内に加熱が可能な加熱ステー
ジを有するものを使用し、
　減圧ラミネーターの第２室の加熱ステージ上に、表面電極が形成された太陽電池セルを
置き、該表面電極上に導電性接着フィルム、タブ線を順次配置し、更に、太陽電池セル全
体を覆うようにシート状の封止用樹脂、その上に防湿性バックシート又はガラスプレート
を配置し、
　減圧ラミネーターの第２室に対し第１室の内圧を相対的に高くすることにより可撓性シ
ートで防湿性バックシート又はガラスプレートを押圧しつつ、加熱ステージで太陽電池セ
ルを加熱し、それにより薄膜型太陽電池セルの表面電極とタブ線とを導電性接着フィルム
で接続し、且つ薄膜型太陽電池セルを封止用樹脂で樹脂封止し、それにより太陽電池モジ
ュールを得ることを特徴とする製造方法を提供する。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の太陽電池モジュールの製造方法では、タブ線と薄膜型太陽電池セルの表面電極
とを導電粒子が熱可塑性樹脂に分散してなる導電性接着フィルムで接続する際に、導電性
接着フィルムの熱可塑性樹脂と封止用樹脂とが互いに相溶するので、タブ線接続工程と樹
脂封止工程とを、樹脂封止工程の比較的低い工程温度で一括で行うことができる。しかも
、タブ線の巾以上の接続強度を得ることができ、また、封止性が向上し、太陽電池特性の
長期信頼性が向上する。
【００１０】
　また、本発明の太陽電池モジュールの製造方法では、真空ラミネーターを独立的に内圧
調整が可能な２室に分けている。このため、両室を同時に減圧状態にすることができるの
で、可撓性シートが直ちに装置本体内部の薄膜型太陽電池セル等を押圧しないようにする
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】減圧ラミネーターの概略断面図である。
【図２Ａ】減圧ラミネーターの使用説明図である。
【図２Ｂ】減圧ラミネーターの使用説明図である。
【図２Ｃ】減圧ラミネーターの使用説明図である。
【図２Ｄ】減圧ラミネーターの使用説明図である。
【図２Ｅ】減圧ラミネーターの使用説明図である。
【図３Ａ】本発明の製造方法の工程図である。
【図３Ｂ】本発明の製造方法の工程図である。
【図３Ｃ】本発明の製造方法で製造した薄膜型太陽電池モジュールの概略断面図である。
【図４】薄膜型太陽電池ユニットの概略上面図である。
【図５】参考例４及び５の導電性接着フィルムの温度－粘度特性図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明の製造方法は、導電粒子が熱可塑性樹脂中に分散してなる導電性接着フィルムで
タブ線が接続された表面電極を有する薄膜型太陽電池セルが封止用樹脂で樹脂封止されて
なる構造を有する薄膜型太陽電池モジュールを減圧ラミネーターを用いて製造する方法で
ある。
【００１３】
　本発明において使用する減圧ラミネーターは、可撓性シートにより区画された第１室と
第２室とを有し、各室はそれぞれ独立的に内圧調整が可能となっており、第２室内に加熱
が可能な加熱ステージを有するものである。この減圧ラミネーターの一例を図１を参照し
ながら、より詳細に説明する。
【００１４】
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　図１は、使用前の減圧ラミネーター１０を示しており、上部ユニット１１と下部ユニッ
ト１２とから構成される。これらのユニットは、Ｏリングなどのシール部材１３を介して
分離可能に一体化される。上部ユニット１１には、シリコンラバーなどの可撓性シート１
４が設けられており、この可撓性シート１４により、減圧ラミネーター１０が第１室１５
と第２室１６とに区画される。可撓性シート１４の第２室１６側表面には、溶融したＥＶ
Ａ等の封止樹脂が転着しないように薄いガラスクロス強化テフロン（登録商標）シートを
配することができる。
【００１５】
　また、上部ユニット１１及び下部ユニット１２のそれぞれには、各室がそれぞれ独立的
に内圧調整、即ち、真空ポンプやコンプレッサーなどにより減圧、加圧、更に大気解放も
可能となるように、配管１７、１８が設けられている。配管１７は切替バルブ１９で二方
向に１７ａと１７ｂとに分岐しており、配管１８は切替バルブ２０で二方向に１８ａと１
８ｂとに分岐している。また、下部ユニット１２には、加熱可能なステージ２１が設けら
れている。
　このような減圧ラミネーター１０は、例えば、図２Ａ～図２Ｅに示すように使用する。
　まず、図２Ａに示すように、上部ユニット１１と下部ユニット１２とを分離し、ステー
ジ２１上に、熱圧着すべき積層物２２を載置する。
【００１６】
　次に、図２Ｂに示すように、上部ユニット１１と下部ユニット１２とをシール部材１３
を介して分離可能に一体化し、その後、配管１７ａおよび配管１８ａのそれぞれに真空ポ
ンプ（図示せず）を接続し、第１室１５および第２室１６内を高真空にする。
【００１７】
　図２Ｃに示すように、第２室１６内を高真空に保ったまま、切替バルブ１９を切り替え
て、配管１７ｂから第１室１５内に大気を導入する。これにより、可撓性シート１４が第
２室１６に向かって押し広げられ、結果、積層物２２がステージ２１で加熱されつつ、可
撓性シート１４で押圧される。
【００１８】
　次に、図２Ｄに示すように、切替バルブ２０を切り替え、配管１８ｂから第２室１６内
に大気を導入する。これにより、可撓性シート１４が第１室１５に向かって押し戻され、
最終的に第１室１５および第２室１６の内圧が同じになる。
【００１９】
　最後に、図２Ｅに示すように、上部ユニット１１と下部ユニット１２とを引き離し、ス
テージ２１上から熱圧着処理された積層物２２を取り出す。これにより、減圧ラミネータ
ー１０の操作サイクルが完了し、次に、図２Ａに戻る。
【００２０】
　なお、積層物２２は、後述するように、本発明においては基本的には、薄膜型太陽電池
セル、その表面電極に配されたタブ線、それらの間に配された導電性接着フィルム、薄膜
型太陽電池セル全面を覆うシートの封止用樹脂からなる積層物となる。図２Ａ～図２Ｅの
操作を行うことにより、タブ線接続工程と樹脂封止工程とが一括で実施可能となる。
【００２１】
　以上、本発明で使用する減圧ラミネーターを説明したが、図１のような上部ユニット１
１および下部ユニット１２から構成されるものだけでなく、一つの筐体の内部を２室に分
け、扉の開閉により積層物の投入、回収を行うように構成された減圧ラミネーターを使用
することもできる。また、第１室と第２室とは、第１室内に圧搾空気を導入し、大気圧以
上の加圧を行ってもよい。また、第２室を減圧することなく、単に室内の空気が排気され
るようにしてもよい。
【００２２】
　次に、以上説明した減圧ラミネーターを使用して本発明の製造方法の一態様を図面を参
照しながら説明する。
【００２３】
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　まず、図３Ａ（減圧ラミネーターの部分拡大図）に示すように、可撓性シート１４で第
１室１５から画された減圧ラミネーターの第２室１６の加熱ステージ２１上に、表面電極
３１が形成された薄膜型太陽電池セル３２、表面電極３１上に導電性接着フィルム３３、
導電性接着フィルム３３上にタブ線３４、タブ線３４上に封止用樹脂シート３５、封止用
樹脂シート３５上に防湿性バックシート３６又はガラスプレート（図示せず）を順次積層
する。
【００２４】
　次に、図３Ｂに示すように、減圧ラミネーターの第２室に対し第１室の内圧を相対的に
高くすることにより可撓性シート１４で防湿性バックシート３６又はガラスプレートを押
圧しつつ、加熱ステージ２１で薄膜型太陽電池セル３２を加熱する。それにより薄膜型太
陽電池セル３２の表面電極３１とタブ線３４とを導電性接着フィルム３３で接続し、且つ
薄膜型太陽電池セル３２を封止用樹脂シート３５で樹脂封止する。これにより薄膜型太陽
電池モジュール３０を得ることができる（図３Ｃ）。
【００２５】
　減圧ラミネーターの第２室１６に対し第１室１５の内圧を相対的に高くする好ましい操
作としては、第１室１５および第２室１６の内圧を共に減圧状態とした後、第２室１６の
減圧状態を維持したまま第１室１５を大気に解放することが挙げられる。
【００２６】
　導電性接着フィルム３３としては、導電粒子が熱可塑性樹脂に分散してフィルム形状に
成形されたものであり、電子部品を太陽電池セルに実装する場合に使用される公知の導電
性接着フィルムを使用することができるが、本発明においては、本発明の効果を得るため
に、その選択には封止用樹脂シート３５との関係を考慮することが好ましい。
【００２７】
　例えば、本発明においては、導電性接着フィルム３３を構成する熱可塑性樹脂と、封止
用樹脂シート３５を構成する封止用樹脂とが互いに相溶することが必要である。これは、
互いに相溶することにより、ボイドのない良好な樹脂封止が可能となり、しかも、封止用
樹脂に硬化剤を配合しなくても、所期の特性（接着強度、耐湿性等）を得ることが可能と
なるからである。
【００２８】
　また、導電性接着フィルム３３を構成する熱可塑性樹脂の溶融粘度（Ｂ型粘度計、２２
０℃）は、低すぎるとフィルム形状の維持が困難となり、耐熱性が低下し、高すぎると封
止用樹脂との相溶性が低下し、接続抵抗が上昇するので、好ましくは１．０×１０２～１
．０×１０５Ｐａ・ｓ、より好ましくは１．０×１０３～１．０×１０５Ｐａ・ｓである
が、接続領域において導電性接着フィルムを封止用樹脂シートよりも溶融し易くさせると
いう理由で、封止用樹脂シート３５を構成する封止用樹脂の溶融粘度より低いことが好ま
しい。この場合、両者の溶融粘度差は、小さすぎると導電性フィルム自体が十分に溶融し
ないため接続抵抗が上昇し、大きすぎると導電性フィルム自体の接着力が低下するので、
好ましくは１．０×１０２～１．０×１０５Ｐａ・ｓ、より好ましくは１．０×１０３～
１．０×１０５Ｐａ・ｓである。
【００２９】
　導電性接着フィルム３３を構成する熱可塑性樹脂、及び封止用樹脂シート３５を構成す
る封止用樹脂としては、相溶性及び溶融粘度等を考慮し、多数の熱可塑性樹脂の中から独
立的に適宜選択することができる。中でも、従来より使用されているＥＶＡ樹脂に代わり
、良好な接着力を示すと同時に加水分解し難さと耐燃焼性とを示す樹脂として、ポリウレ
タン樹脂を使用することが好ましい。特に、このようなポリウレタン樹脂として、比較的
接着力が強いが加水分解し易いエステル系ポリオールユニットを有する熱可塑性ポリウレ
タン樹脂（以下、エステルポリオールポリウレタンと称することがある）と、比較的接着
力が弱いが加水分解し難いエーテル系ポリオールユニットを有する熱可塑性ポリウレタン
樹脂（以下、エーテルポリオールポリウレタンと称することがある）とを含有するブレン
ドポリマーを使用することが好ましい。このようなブレンドポリマーは、それぞれの好ま
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しい特性（即ち、良好な接着性と加水分解のし難さ）が強く反映されたものとなり、他方
、好ましくない特性は軽減したものとなり、しかも良好な耐燃焼性を示す。
【００３０】
　このブレンドポリマーにおけるエステルポリオールポリウレタンとエーテルポリオール
ポリウレタンとのブレンド質量比は、前者が少なすぎると接着力が弱くなり、多すぎると
加水分解し易くなり、表面電極に腐食が生じ易く、また、接着力の劣化も生じ易くなるの
で、１０：９０～５０：５０、好ましくは１０：９０～３０：７０である。
【００３１】
　導電性接着フィルム３３を構成する熱可塑性樹脂、及び封止用樹脂シート３５を構成す
る封止用樹脂には、必要に応じて、他の熱可塑性樹脂、シランカップリング剤、架橋剤、
酸化防止剤などを含有させることができる。特に、導電性接着フィルム３３を構成する熱
可塑性樹脂には、石油系粘着付与剤などのタッキファイアを配合することが好ましい。こ
れにより、導電性接着フィルムを封止用樹脂シートよりも溶融し易くさせることができ、
導電性接着フィルム３３の接続信頼性を向上させることができる。
【００３２】
　導電性接着フィルム３３を構成する導電粒子としては、電子部品を太陽電池セルに実装
する場合に使用される公知の導電性接着フィルム（ＣＦ）に用いられている導電粒子を使
用することができる。例えば、カーボン、金、銅、ハンダ、ニッケルなどの不定形、球状
あるいはフレーク状導電粒子や金属被覆樹脂粒子等を使用することができる。金以外の金
属粒子の場合には、表面に金メッキを施してもよい。中でも、入手コスト、接続信頼性等
の観点からフレーク状ニッケル粒子を好ましく使用することができる。
【００３３】
　また、導電粒子の平均粒径としては、小さすぎると接触面積が小さくなり接続抵抗が大
きくなり、大きすぎると導電性接着フィルム中の熱可塑性樹脂の体積割合が低下し初期接
着不良が発生するので、好ましくは２～５０μｍ、より好ましくは５～４０μｍである。
【００３４】
　また、導電性接着フィルム３３における導電粒子と熱可塑性樹脂との配合比は、通常、
１：５～１５質量部である。
【００３５】
　導電性接着フィルム３３の厚みとしては、薄すぎると初期接着不良が発生し、厚すぎる
と接続抵抗が大きくなるので、好ましくは１５～３０μｍ、より好ましくは１５～２０μ
ｍである。
【００３６】
　なお、導電粒子の平均粒径や導電粒子と熱可塑性樹脂との配合比等を適宜選択すること
により、導電性接着フィルム３３に異方導電性を付与することができる。
【００３７】
　また、本発明の導電性接着フィルム３３には、太陽電池モジュールが過加熱された場合
に電極間に流れる電流を遮断できるようにするために、水酸化アルミニウム粒子、中空ハ
ンダ粒子、高温膨張型マイクロカプセル等の過加熱時に電流遮断能を示す材料を含有させ
ることができる。中でも、遮断温度を選択可能な点から高温膨張型マイクロカプセルを好
ましく配合することができる。
【００３８】
　これらの材料の電流遮断機構は互いに異なっており、例えば、水酸化アルミニウム粒子
の場合、２００～３００℃に加熱されると脱水反応が生ずるために酸化アルミニウムと水
とが生成し、生成した水が更に膨張して空隙を形成するために、導電性接着フィルムを挟
んで対向する電極間の導通が遮断される。導電性粒子としても使用可能な中空ハンダ粒子
の場合、溶融温度が異なる種々の中空ハンダ粒子が存在するが、それらの溶融温度（通常
、１８０～２５０℃）以上に過加熱されると中空ハンダ粒子が溶融して変形するために、
導電性接着フィルムを挟んで対向する電極間の導通が遮断される。また、高温膨張型マイ
クロカプセルの場合、過加熱されるとマイクロカプセルが膨張し、導電性接着フィルムを
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挟んで対向する電極間の導通が遮断される。
【００３９】
　水酸化アルミニウム粒子としては、粒径３～５μｍのものを好ましく使用することがで
きる。水酸化アルミニウム粒子を導電性接着フィルム３３中に配合する場合、少なすぎる
と電流遮断効果が十分とはいえず、多すぎると導通不良となるので、熱可塑性樹脂１００
質量部に対し、好ましくは２～１０質量部、より好ましくは５～７質量部である。
【００４０】
　中空ハンダ粒子としては、粒径１０～１５μｍのものを好ましく使用することができる
。また、ハンダ粒子の中空部径は、好ましくは５～７μｍである。このような中空ハンダ
粒子は、公知の手法により調製することができる。中空ハンダ粒子を導電性接着フィルム
３３中に配合する場合、少なすぎると導通性能が十分とはいえず、多すぎると電流遮断効
果が不十分となるので、熱可塑性樹脂１００質量部に対し、好ましくは５～１５質量部、
より好ましくは１０～１５質量部である。
【００４１】
　高温膨張型マイクロカプセルとは、発泡剤（例えば、ヘキサンやオクタン等の低沸点炭
化水素）をアクリロニトリル系ポリマー等の熱可塑性樹脂で被覆したものであって、好ま
しくは粒径３０～４０μｍ、膜厚２～１５μｍの球状粒子であり、発泡倍率が５０～１０
０倍のものである。このような高温膨張型マイクロカプセルの具体例としては、松本油脂
製薬（株）のマツモトマイクロスフェアーＦシリーズ（Ｆ－１７０，Ｆ－１９０Ｄ，Ｆ－
２３０Ｄ等），大日精化工業（株）のダイフォームＶシリーズ（Ｖ３０７、Ｖ－３０８等
）、（株）クレハのクレハマイクロスフェアーシリーズ等が挙げられる。高温膨張型マイ
クロカプセルを導電性接着フィルム３３中に配合する場合、少なすぎると電流遮断効果が
十分とはいえず、多すぎると初期接着不良が生じる場合があるので、熱可塑性樹脂１００
質量部に対し、好ましくは２～７質量部、より好ましくは３～５質量部である。
【００４２】
　本発明の製造方法で使用するタブ線３４としては、従来の薄膜型太陽電池モジュールに
おいて、薄膜型太陽電池セルの表面電極にアウターリードとして使用されているものであ
り、金属箔リボン、好ましくは銅箔リボンを使用することができる。特に、本発明におい
ては、タブ線３４の導電性接着フィルム側の表面粗さ（Ｒｚ（ＪＩＳ　Ｂ０６０１－２０
０１））が、好ましくは５～１５μｍ、より好ましくは１０～１５μｍであるものを使用
する。これにより、導電性接着フィルム３３のタブ線３４への密着性を向上させることが
でき、接続抵抗を低下させる効果が得られる。なお、この範囲を下回ると接続抵抗が増大
し、超えると初期接着不良が発生する傾向がある。
　タブ線３４の表面粗さの調整は、公知の手法、サンドブラスト法、化学研磨剤を使用す
るソフトエッチング法等により行うことができる。
【００４３】
　本発明の製造方法において使用する導電性接着フィルム３３とタブ線３４とは、常法に
従って予め一体化しておくことができる。これにより、真空ラミネーター使用時の操作を
簡略化することができる。一体化は、銅箔に導電接着塗料を塗布し、乾燥し、必要により
硬化させることにより行うことができる。
【００４４】
　また、本発明の製造方法においては、封止用樹脂シート３５上に、防湿性バックシート
３６やガラスプレートを積層するが、それらとしては、従来公知の薄膜型太陽電池モジュ
ールにおいて使用されているものを適宜選択して使用することができる。また、封止用樹
脂シート３５と防湿性バックシート３６又はガラスプレートとは、予め一体化しておくこ
とができる。これにより、真空ラミネーター使用時の操作を簡略化することができる。一
体化は、防湿性バックシート３６又はガラスプレートに、封止用樹脂溶液を塗布し、乾燥
することにより行うことができる。
【００４５】
　表面電極３１を有する薄膜型太陽電池セル３２としては、タブ線３４の接合と樹脂封止
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とを行うことが求められる薄膜型光電変換素子を使用する薄膜型太陽電池セルを挙げるこ
とができる。なお、薄膜型太陽電池セルの光電変換素子材料としては、従来公知の材料を
採用することができ、例えば、アモルファスシリコン等を挙げることができる。
【００４６】
　以上、薄膜型太陽電池セルの片面にタブ線を接続し且つ樹脂封止することを一括で行う
太陽電池モジュールの製造方法について詳細に説明したが、本発明はそれに限られず、例
えば、図４に示すように、長尺の薄膜型光電変換素子を横方向に直接に接続した太陽電池
モジュールの両端の光電変換素子に電力取り出し用タブを接続し且つ樹脂封止すること（
特開２０００－３４０８１１号公報の図３及び図４参照）も本発明の範囲である。
【００４７】
　この場合、基材３８上に、薄膜光変換素子からなる薄膜型太陽電池セル３２が、直列に
平面方向に配列されており、一方の末端の薄膜型太陽電池セル３２ｃの表面電極（図示せ
ず）と、他方の末端の薄膜型太陽電池セル３２ｄの表面電極（図示せず）とに、電力取り
出し用のタブ線３４を、導電性接着フィルムを介して室温加圧もしくは低温（約３０～１
２０℃）加圧することにより仮貼りし、薄膜型太陽電池ユニット１００を得る。この薄膜
型太陽電池ユニット１００を、図３Ａ～図３Ｃにおける薄膜型太陽電池セル３２に代替さ
せることにより、複数の薄膜型太陽電池セルから薄膜型太陽電池モジュールを得ることが
できる。その場合、両端の表面電極と電力取り出し用タブ線とを一括で接続することがで
きる。
【実施例】
【００４８】
　以下、本発明を実施例により具体的に説明する。
　　参考例１～３（封止用樹脂シート）及び参考例４～６（導電性接着フィルム）
【００４９】
　参考例１～３については、表１に配合の成分を溶融混合し、その混合物から押し出し成
形により０．５ｍｍ厚の封止用樹脂シートを製造した。参考例４～５については、表１の
配合の成分を混合し、更にトルエンを固形分濃度３０％となるように加えた混合物を、ロ
ールコーターを用いて剥離処理が施されているポリエステルベース上に乾燥厚が２５μｍ
となるように塗布し、８０℃のオーブン中で乾燥させることにより、導電性接着フィルム
を製造した。
【００５０】
　なお、参考例４～５の導電性接着フィルムの温度－粘度特性を図５に示す。図５から、
タッキファイアを配合することにより溶融粘度が低下することがわかる。
【００５１】
【表１】
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【００５２】
　表１注：
＊１：　エストランＥＴＨＤ９５Ａ、ＢＡＳＦジャパン（株）
＊２：　エストラン１１７５Ａ－１０Ｗ、ＢＡＳＦジャパン（株）
＊３：　エストランＥＴ３７０、ＢＡＳＦジャパン（株）
＊４：　ブラック８８０　Ｍ５０、ＢＡＳＦジャパン（株）
＊５：　ＵＮＥ、ＢＡＳＦジャパン（株）
＊６：　ＫＥ９４６３、ラインケミージャパン（株）
＊７：　ＫＢＥ９００７、信越化学工業（株）
＊８：　アルコンＰ１２５、荒川化学工業（株）
＊９：　Ｆ１９０Ｄ、松本油脂製薬（株）
＊10：（後述する実施例、比較例指定の粒子）
【００５３】
　　実施例１～１０
　表２に示す封止用樹脂シート及び導電性接着フィルムに加え、巾２．０ｍｍで２．０ｍ
ｍピッチのライン状のＡｇ電極、Ａｌ電極又はＩＴＯ電極を有する厚さ３０ｍｍ、長さ８
０ｍｍ、厚み０．７ｍｍのガラス板を薄膜型太陽電池セルの代用として使用し、更に、表
面粗度Ｒｚ（ＪＩＳ　Ｂ０６０１－２００１）が１０μｍ（２ｍｍ幅×０．１５ｍｍ厚み
のＣｕ線）をタブ線として使用し、そして７５μｍ厚のポリエチレンテレフタレートフィ
ルム（Ｘ１０Ｓ、東レ（株））を防湿性バックシートとして使用し、以下に説明するよう
に試験用の薄膜型太陽電池モジュールを作成した。
【００５４】
　即ち、図１の減圧ラミネーターの第２室の加熱ステージ上に、ガラス基板を置き、その
表面にポリエステルベースを除去した導電性接着フィルム（巾２ｍｍ、長さ５ｍｍ、厚み
０．０５ｍｍ）を設置し、その上に、タブ線を重ね、更に加圧用フィルム、封止樹脂シー
ト、防湿性バックシートを重ねた。ステージを１５０℃に維持しながら、第１室と第２室
とを共に１３３Ｐａまで減圧した後、第２室の減圧を保持したまま、第１室に大気を導入
して大気圧とした。この状態を５分間保持した後、第２室に大気を導入し、大気圧とした
。これにより、試験用の薄膜型太陽電池モジュールを得た。タブ線接続と樹脂封止とを、
樹脂封止工程の比較的低い工程温度で一括で行うことができた。
【００５５】
　　比較例１
　封止用樹脂シートとして、３０ｍｍ×８０ｍｍ×０．５ｍｍのエチレン－酢酸ビニル共
重合体シート（ＰＶＣ－ＴＧ、積水化学工業（株））を使用すること以外は、実施例１の
操作を繰り返すことにより、比較のための薄膜型太陽電池モジュールを得た。
【００５６】
　＜評価＞
　薄膜型太陽電池モジュールの長期信頼性、並びに薄膜型太陽電池モジュールにおける封
止用樹脂シートの封止性、密着性を同時に評価するために、薄膜型太陽電池モジュールを
、８５℃、８５％ＲＨの環境下に１０００時間放置し、隣接する電極間の抵抗値を測定し
、その測定値に基づき、薄膜型太陽電池モジュールの接続信頼性を以下の基準にて点数化
した。得られた結果を表２に示す。点数が高いほど良好な接続信頼性を示している。
【００５７】
　点数　　　基準
　５　　抵抗値が０．０３Ω未満である場合
　４　　抵抗値が０．０３Ω以上０．１Ω未満である場合
　３　　抵抗値が０．１Ω以上０．３Ω未満である場合
　２　　抵抗値が０．３Ω以上１．０Ω未満である場合
　１　　抵抗値が１．０Ω以上である場合
【００５８】
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　　総合評価
　接続信頼性の合計点が１４点以上である場合を「ＡＡＡ」と評価し、１１～１３点を「
ＡＡ」と評価し、９～１０点である場合を「Ａ」と評価し、６～８点である場合を「Ｂ」
と」評価し、５点以下を「Ｃ」と評価した。実用的には、「ＡＡＡ」、「ＡＡ」、「Ａ」
又は「Ｂ」であることが望まれる。
【００５９】
【表２】

【００６０】
　表２注：
＊11：　ＨＣＡ－１、ノバメット（株）
＊12：　ニッケルパウダー（タイプ２５５、バーレインコ（株））を平均粒径が５μｍと
なるように分級後、置換メッキにより金をニッケル表面にメッキしたもの
＊13：　導電性粒子（ＡＵＥ－１０μｍ、積水化学工業（株））
＊14：　ニッケルパウダー（タイプ２５５、バーレインコ（株））
＊15：　ニッケルパウダー（タイプ２５５、バーレインコ（株））を平均粒径が５μｍと
なるように分級したもの
＊16：　ニッケルパウダー（タイプ２５５、バーレインコ（株））を平均粒径が１０μｍ
となるように分級したもの
【００６１】
　表２からわかるように、封止用樹脂シートと導電性接着フィルムとが互いに相溶しない
組み合わせの比較例１の場合、総合評価がＣであり、実用に供せるものではなかったが、
封止用樹脂シートと導電性接着フィルムとが互いに相溶する組み合わせの実施例１～１０
の場合、総合評価がＡ又はＢであり、実用に供せるものであった。これらの結果は、本発
明の製造方法によればタブ線の巾以上の接続強度が実現でき、しかも封止性を向上させ、
太陽電池特性の長期信頼性を向上させることができたことを示している。
【００６２】
　なお、実施例１～１０の結果から、導電粒子としてフレーク状Ｎｉを使用することが好
ましいことがわかる。また、実施例５、６の結果から、導電粒子にＡｕメッキを施すこと
が接続信頼性の向上に有効であることがわかる。特に、実施例１は、導電性接着フィルム
が封止用樹脂シートよりも溶融し易く且つ導電粒子としてフレーク状Ｎｉを用いているの
で最も接続信頼性が良好となった。中でも、実施例１及び実施例１０の薄膜型太陽電池モ
ジュールの接続信頼性が特に優れていた。
【００６３】
　また、実施例１０の薄膜型太陽電池モジュールの場合、８５℃、８５％ＲＨの環境下に
１０００時間放置したサンプルを、２５０℃で６０秒加熱した後、室温で隣接する電極間
の抵抗値を測定したところオープンとなった。このことから、薄膜型太陽電池モジュール
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の電極間の接続に、熱膨張型マイクロカプセルを含有する導電性接着フィルムを使用した
場合、薄膜型太陽電池モジュールが過加熱されると、電極間に流れる電流を遮断できるこ
とが確認できた。
【産業上の利用可能性】
【００６４】
　本発明の太陽電池モジュールの製造方法では、タブ線と薄膜型太陽電池セルの表面電極
とを導電粒子が熱可塑性樹脂に分散してなる導電性接着フィルムで接続する場合に、導電
性接着フィルムの熱可塑性樹脂と封止用樹脂とが互いに相溶する。このため、タブ線接続
工程と樹脂封止工程とを、樹脂封止工程の比較的低い工程温度で一括で行うことができる
。しかも、タブ線の巾以上の接続強度を得ることができ、また、封止性が向上し、太陽電
池特性の長期信頼性が向上する。従って、本発明の製造方法は、長期信頼性に優れた太陽
電池モジュールの製造に有用である。
【符号の説明】
【００６５】
１０　減圧ラミネーター
１１　上部ユニット
１２　下部ユニット
１３　シール部材
１４　可撓性シート
１５　第１室
１６　第２室
１７、１７ａ、１７ｂ、１８、１８ａ、１８ｂ　配管
１９、２０　切替バルブ
３０　太陽電池モジュール
３１　表面電極
３２、３２ａ、３２ｂ、３２ｃ、３２ｄ　薄膜型太陽電池セル
３３　導電性接着フィルム
３４　タブ線
３５　封止用樹脂シート
３６　防湿性バックシート
１００　薄膜型太陽電池ユニット
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